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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第４期

第２四半期連結累計期間
第５期

第２四半期連結累計期間
第４期

会計期間
自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日

自　平成23年６月１日
至　平成23年11月30日

自　平成22年６月１日
至　平成23年５月31日

売上高 （百万円） 2,956 2,838 16,410

経常損失（△） （百万円） △2,023 △1,810 △760

四半期（当期）純損失（△） （百万円） △2,140 △1,924 △1,330

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △2,163 △2,047 △913

純資産額 （百万円） 8,756 7,958 10,006

総資産額 （百万円） 18,873 17,888 17,421

１株当たり四半期（当期）純

損失（△）
（円） △7,630.02 △343.11 △237.17

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 46.0 44.1 57.0

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △5,187 △3,960 △1,531

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 779 22 1,097

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 1,748 1,628 △93

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高
（百万円） 3,314 3,136 5,446

　

回次
第４期

第２四半期連結会計期間
第５期

第２四半期連結会計期間

会計期間
自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日

自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日

１株当たり四半期純損失

（△）
（円） △3,275.50 △149.31

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当連結グループの主要事業である総合建設コンサルタント事業においては、第４四半期連結会計期間に完成

する業務割合が大きいため、各四半期連結会計期間の業績に季節的変動があります。

４　第４期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（平成22年６月30日　企業会計基準委員会　企業会計基準第25号）を適用し、遡及処理しております。

５　「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

６　当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が

第４期の開始日に行われたと仮定した場合における第４期第２四半期連結累計期間及び第２四半期連結会

計期間の１株当たり四半期純損失は、△381.50円及び△163.78円であります。

　

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

四半期報告書

 2/19



２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等はありま

せん。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における経営環境は、欧州のソブリンリスク、商品価格の高騰、米国債の格下げなどに

よるグローバルな経済不安が拡大し、また国内においては、円高の進行による輸出の落ち込みや震災による原子力

発電所の稼動制限の影響を受けた電力量の不足などによる経済活動の低迷、そして国内政局の混沌とした状況によ

り予断を許さない状況で推移しました。

建設コンサルタント業界においても、公共事業投資の縮減傾向が継続する中、平成23年３月11日に発生した東日

本大震災による復興需要の期待はあるものの、原発事故に伴う放射能汚染問題、政治情勢の混乱に伴う補正予算編

成の遅れなどにより、引き続き厳しい状況で推移いたしました。

このような状況の中、当連結グループは、当連結会計年度を初年度とする「Ｅ・Ｊグループ第２次中期経営計

画」を策定し、案件創出型の営業活動及び海外事業活動を積極的に推進し、営業基盤の強化を図るとともに、顧客評

価の向上、環境・エネルギー分野、自然災害リスク軽減分野、都市・地域再生分野、インフラ・マネジメント分野に

よる技術力の差別化並びにプロポーザル型業務の特定率向上などによる高付加価値型業務の受注拡大を図ること

で、受注シェアの拡大、経営基盤の強化に努めてまいりました。

東日本大震災に関しては、「インフラソリューションコンサルタント」としての責務を果たすため、独自の被害

調査をもとに、被災した地方自治体や国に対して、復旧・復興に関する様々な企画・提案を実施するとともに、道

路、橋梁、下水道、港湾などインフラの復旧、復興基本調査・設計などの災害関連業務に注力してまいりました。ま

た、平成23年９月に発生しました台風12号、15号による近畿地方を中心とした豪雨災害にも総力を挙げて対応して

まいりました。震災関連につきましては、平成23年12月には第三次補正予算が確定したことから、第３四半期連結会

計期間頃から本格的な復旧・復興事業が動き出すものと想定され、今後も災害関連業務の受注、遂行にも全力を挙

げてまいる所存であります。

　

当連結グループのセグメントは、総合建設コンサルタント事業のみであります。

当事業の特徴としまして、受注の大半が官公需という特性により、通常の営業の形態として、納期が年度末に集中

するため売上高が第４四半期連結会計期間に偏重する傾向にあります。

当第２四半期連結累計期間の業績は、受注高101億32百万円（前年同期比106.3％）、売上高28億38百万円（同

96.0％）となりました。一方、損益面においては、固定費や販売費及び一般管理費については月々ほぼ均等に発生す

ることから、営業損失18億71百万円（前年同期は営業損失20億94百万円）、経常損失18億10百万円（同 経常損失20

億23百万円）となり、投資有価証券評価損30百万円等を計上したことから四半期純損失19億24百万円（同 四半期

純損失21億40百万円）となりました。なお、前連結会計年度に行ったコスト構造改革により固定費の削減効果が

徐々に現れてきています。
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(2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ４億67百万円増加し、178億88百万円となりま

した。

流動資産は、前連結会計年度末と比べ８億42百万円増加し、97億76百万円となりました。これは主に、現金及び預

金が23億80百万円減少した一方で、たな卸資産が30億17百万円増加したことによるものであります。なお、当連結グ

ループの業務の特性として、業務の完成及び顧客からの入金が第４四半期連結会計期間に偏る傾向にあります。

固定資産は、前連結会計年度末と比べ３億74百万円減少し、81億12百万円となりました。これは主に、償却により

のれんが85百万円、時価下落により投資有価証券が１億53百万円それぞれ減少したことによるものであります。

当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末と比べ25億15百万円増加し、99億30百万円となりまし

た。これは主に、借入金が16億29百万円、未成業務受入金が10億59百万円それぞれ増加したことによるものでありま

す。

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比べ20億48百万円減少し、79億58百万円となりま

した。これは主に、当第２四半期連結累計期間の四半期純損益が19億24百万円の損失計上となったことによるもの

であります。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末と比

べ23億10百万円減少し、31億36百万円（前年同期比１億78百万円減）となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の減少は、39億60百万円となりました（前年同期は51億87百万円の減少）。

これは主に、税金等調整前四半期純損益が18億72百万円の損失計上となったこと、たな卸資産が30億17百万円増

加したこと並びに未成業務受入金が10億59百万円増加したことの結果によるものであります。

なお、当連結グループの顧客からの入金は、第４四半期連結会計期間に偏る傾向にあります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の増加は、22百万円となりました（前年同期は７億79百万円の増加）。

これは主に、預入期間が３ヶ月を超える定期預金の払い戻しにより３億80百万円増加した一方で、預入期間が

３ヶ月を超える定期預金の預け入れにより３億10百万円、固定資産の取得により37百万円それぞれ減少したことに

よるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の増加は、16億28百万円となりました（前年同期は17億48百万円の増加）。

これは主に、短期の借り入れにより22億円増加した一方で、長期借入金の返済により５億70百万円減少したこと

によるものであります。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において当連結グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

　

(5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費用の総額は14百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当連結グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(6）従業員数

当第２四半期連結累計期間において当連結グループの従業員数は92名減少し1,036名となりましたが、この主な

理由は、連結子会社において事業構造改革に取り組んだことによるものであります。

また、当第２四半期累計期間において当社の従業員数は14名増加し25名となりましたが、この主な理由は、グルー

プ経営の更なる強化のため連結子会社から出向受入を行ったことによるものであります。

なお、当連結グループのセグメントは、総合建設コンサルタント事業のみであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,000,000

計 29,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成23年11月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成24年１月16日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,261,060 7,261,060
東京証券取引所

（市場第二部）

完全議決権株式であり、株主と

しての権利内容に制限のない、

当社における標準となる株式

単元株式数 100株

計 7,261,060 7,261,060 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年９月１日～

平成23年11月30日
－ 7,261,060 － 2,000 － 1,500
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（６）【大株主の状況】

　 平成23年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社八雲 岡山県岡山市北区伊島北町２－22 1,931,200 26.60

Ｅ・Ｊホールディングス社員持株会 岡山県岡山市北区津島京町３－１－21 437,420 6.02

小　谷　裕　司 岡山県岡山市北区 271,700 3.74

小　谷　敏　幸 島根県松江市 138,000 1.90

株式会社エイト日本技術開発 岡山県岡山市北区津島京町３－１－21 130,980 1.80

小　谷　満　俊 岡山県岡山市北区 83,600 1.15

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 80,000 1.10

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４－５－33 79,000 1.09

小　谷　浩　治 岡山県岡山市北区 78,000 1.07

株式会社山陰合同銀行 島根県松江市魚町10 78,000 1.07

計 － 3,307,900 45.56

（注）１　株式会社エイト日本技術開発の所有株式については、会社法施行規則第67条第１項にもとづく相互保有株式

に該当するため、議決権を有しておりません。

２　上記のほか、当社所有の自己株式1,520,540株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合20.94％がありま

す。

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成23年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　　1,520,500　
－ －

（相互保有株式）

普通株式　　　　153,900
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　5,553,600 55,536　 －

単元未満株式 普通株式　　　 　33,060 － －

発行済株式総数 　　　　　　　7,261,060 － －

総株主の議決権 － 55,536　 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式40株及び株式会社エイト日本技術開発所有の相互保

有株式80株が含まれております。
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②【自己株式等】

　 平成23年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）　 　 　 　 　 　

Ｅ・Ｊホールディングス株式

会社

岡山県岡山市北区津

島京町３－１－21
1,520,500 － 1,520,500 20.94

（相互保有株式）　 　 　 　 　 　

株式会社エイト日本技術開発
岡山県岡山市北区津

島京町３－１－21
130,900 － 130,900 1.80

株式会社近代エンヂニアリン

グ

神奈川県横浜市中区

太田町１－４－２
23,000 － 23,000 0.32

計 － 1,674,400 － 1,674,400 23.06

　

　

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期累計期間において役員の異動はありません。　
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）にもとづいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、当第２四半期連結会計期間（平成23年９月１日から

平成23年11月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成23年６月１日から平成23年11月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,323 3,943

受取手形及び売掛金 765 648

有価証券 175 175

たな卸資産 ※1
 1,356

※1
 4,374

繰延税金資産 12 1

その他 306 640

貸倒引当金 △6 △7

流動資産合計 8,933 9,776

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,450 1,410

土地 2,365 2,365

その他（純額） 147 143

有形固定資産合計 3,963 3,919

無形固定資産

のれん 762 676

その他 299 274

無形固定資産合計 1,061 951

投資その他の資産

投資有価証券 1,351 1,198

固定化営業債権 20 20

投資不動産（純額） 838 830

繰延税金資産 12 12

その他 1,291 1,234

貸倒引当金 △52 △54

投資その他の資産合計 3,462 3,242

固定資産合計 8,487 8,112

資産合計 17,421 17,888
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年11月30日)

負債の部

流動負債

業務未払金 326 275

短期借入金 700 2,900

1年内返済予定の長期借入金 858 628

未払法人税等 107 64

繰延税金負債 0 0

未成業務受入金 1,034 2,093

受注損失引当金 8 32

その他 770 835

流動負債合計 3,806 6,830

固定負債

長期借入金 1,401 1,061

リース債務 11 17

繰延税金負債 82 72

退職給付引当金 1,789 1,708

負ののれん 23 －

長期未払金 248 193

長期預り保証金 50 47

固定負債合計 3,608 3,099

負債合計 7,414 9,930

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 5,379 5,379

利益剰余金 6,801 4,876

自己株式 △4,202 △4,202

株主資本合計 9,978 8,053

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △49 △166

その他の包括利益累計額合計 △49 △166

少数株主持分 78 71

純資産合計 10,006 7,958

負債純資産合計 17,421 17,888
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年６月１日
　至　平成23年11月30日)

売上高 ※2
 2,956

※2
 2,838

売上原価 2,546 2,513

売上総利益 410 325

販売費及び一般管理費 ※1
 2,505

※1
 2,196

営業損失（△） △2,094 △1,871

営業外収益

受取利息 32 31

受取配当金 7 10

負ののれん償却額 23 23

不動産賃貸料 34 36

匿名組合投資利益 26 1

その他 10 10

営業外収益合計 135 113

営業外費用

支払利息 36 25

不動産賃貸費用 19 16

その他 8 9

営業外費用合計 64 52

経常損失（△） △2,023 △1,810

特別損失

固定資産除却損 1 14

投資有価証券売却損 1 －

投資有価証券評価損 46 30

関係会社株式評価損 1 －

事務所移転費用 8 17

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 2 －

特別損失合計 62 62

税金等調整前四半期純損失（△） △2,086 △1,872

法人税、住民税及び事業税 61 50

法人税等還付税額 △15 －

法人税等調整額 16 7

法人税等合計 62 57

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △2,148 △1,930

少数株主損失（△） △8 △5

四半期純損失（△） △2,140 △1,924
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年６月１日
　至　平成23年11月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 △2,148 △1,930

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △14 △116

その他の包括利益合計 △14 △116

四半期包括利益 △2,163 △2,047

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,154 △2,041

少数株主に係る四半期包括利益 △8 △5
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年６月１日
　至　平成23年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,086 △1,872

減価償却費 145 131

のれん償却額 85 85

負ののれん償却額 △23 △23

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 3

受注損失引当金の増減額（△は減少） △5 24

退職給付引当金の増減額（△は減少） 43 △81

受取利息及び受取配当金 △39 △41

支払利息 36 25

投資有価証券評価損益（△は益） 46 30

関係会社株式評価損 1 －

投資有価証券売却損益（△は益） 1 －

匿名組合投資損益（△は益） △26 △1

売上債権の増減額（△は増加） 78 117

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,848 △3,017

未成業務受入金の増減額（△は減少） 605 1,059

仕入債務の増減額（△は減少） △452 △46

未払消費税等の増減額（△は減少） △302 △13

その他 △335 △252

小計 △5,079 △3,873

利息及び配当金の受取額 40 41

利息の支払額 △37 △25

法人税等の支払額 △111 △102

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,187 △3,960

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2 △310

定期預金の払戻による収入 541 380

有形固定資産の取得による支出 △26 △18

無形固定資産の取得による支出 △23 △19

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

308 －

その他 △17 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー 779 22

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,900 2,200

長期借入れによる収入 300 －

長期借入金の返済による支出 △318 △570

配当金の支払額 △131 －

その他 △0 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,748 1,628

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,659 △2,310

現金及び現金同等物の期首残高 5,974 5,446

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,314

※1
 3,136

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

四半期報告書

14/19



【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年11月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（平成21年12月４日　企業会計基準委員会　企業会計基準第24号）及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」（平成21年12月４日　企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第24号）を適用

しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年５月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成23年11月30日）

※１　たな卸資産の内訳 ※１　たな卸資産の内訳

未成業務支出金 1,352百万円

貯蔵品 4百万円

計 1,356百万円

未成業務支出金 4,371百万円

貯蔵品 3百万円

計 4,374百万円

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年11月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

役員報酬 200百万円

給料手当 1,005百万円

賞与 87百万円

退職給付費用 66百万円

法定福利費 189百万円

貸倒引当金繰入額 5百万円

　

役員報酬 181百万円

給料手当 875百万円

賞与 76百万円

退職給付費用 54百万円

法定福利費 169百万円

貸倒引当金繰入額 3百万円

※２　売上高の季節的変動

当連結グループの売上高は、通常の営業の形態とし

て、第４四半期連結会計期間に完成する業務の割合が

大きいため、第３四半期連結会計期間までの各四半期

連結会計期間の売上高と第４四半期連結会計期間の売

上高との間に著しい相違があり、業績に季節的変動が

あります。

※２　売上高の季節的変動

同左
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年11月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,441百万円

有価証券 174百万円

計 4,616百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△1,302百万円

現金及び現金同等物 3,314百万円

現金及び預金 3,943百万円

有価証券 175百万円

計 4,118百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△982百万円

現金及び現金同等物 3,136百万円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年６月１日　至　平成22年11月30日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年８月27日

定時株主総会
普通株式 131 500平成22年５月31日平成22年８月30日利益剰余金

（注）　配当金の総額には、連結子会社が保有する当社発行株式に係る配当金は含んでおりません。

　

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

２　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年６月１日　至　平成23年11月30日）

該当事項はありません。　

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年６月１日　至　平成22年11月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成23年６月１日　至　平成23年11月30日）

経営資源の配分の決定及び業績評価の観点から、当連結グループは総合建設コンサルタント事業のみを営ん

でおり、単一セグメントであるため、開示すべき事項はありません。

　

（金融商品関係）

前連結会計年度末（平成23年５月31日）及び当第２四半期連結会計期間末（平成23年11月30日）　

連結貸借対照表計上額又は四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略し

ております。
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（１株当たり情報）

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年11月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △7,630円02銭 △343円11銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純損失（△）（百万円） △2,140 △1,924

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △2,140 △1,924

普通株式の期中平均株式数（株） 280,492 5,609,551

（注）１　当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が前

連結会計年度の開始日に行われたと仮定した場合における前第２四半期連結累計期間に係る１株当たり四半

期純損失は△381円50銭、普通株式の期中平均株式数は5,609,846株であります。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。　

　

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成24年１月13日

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 近　　藤　　康　　仁　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 竹　　川　　都　　之　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 青　　木　　靖　　英　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＥ・Ｊホールディ

ングス株式会社の平成23年６月１日から平成24年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年９月

１日から平成23年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年６月１日から平成23年11月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社及び連結子会社の平成23年11月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

四半期報告書

19/19


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	追加情報
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

